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１．はじめに 

台風とは，熱帯地域で発生する低気圧（熱帯低気

圧）のうち北西太平洋で発生するもののことであり，

最大風速が 17.2 m s-1以上に達したもののことを言

う．平均すると台風は，年間 25.6 個発生し，11.4 個

が日本に接近し，2.7 個が日本に上陸する．台風は，

災害に至る影響が最も大きな気象擾乱であり，かつ

ては，昭和の三大台風（室戸台風，枕崎台風，伊勢

湾台風）のように 3000 名を超える死者・行方不明

者を出すほどであった．しかし，伊勢湾台風が起こ

った 1959 年以降は，ひとつの台風で何千名も亡く

なるという事象は発生していない．とは言え，近年

でも一度の台風で何十名の方が亡くなることは起

こっている．したがって，防災上，台風の強さや経

路の予測は極めて重要である．

一方，台風の発達や移動の物理機構には，いまだ

に未解明な点が多く，そのため，災害としての影響

が大きいにもかかわらず，台風の予測精度は十分と

は言いがたい．特に，台風が急速に発達する過程や

台風はどこまで強くなるのかといったことについ

て分かっていないことが多い．

ここでは，最大規模の強度を持つ台風を対象とし

て，台風の最大発達強度の理論，数値モデルにより

再現される台風の強度について概説する．また，気

候変動により変化する大気条件の違いによる台風

強度への影響について述べる．最後に，台風強度に

係わる研究課題についてまとめる．

２．台風の構造と規模 

まず，台風の構造の概要を述べる．台風は，水平

規模が数 100 km から 1000 km 程度の大きさを持つ

渦状の擾乱である．その回転性の流れ場は，第一近

似として，台風中心向きの気圧傾度力と中心から外

向きの遠心力およびコリオリ力とがバランスした

状態にある．この台風中心に対する同心円状の回転

性の流れ場のことを一次循環と言う．

ところが地表面では，摩擦力が作用するため，上

記のバランスが成り立つ風速よりも弱くなる．この

ため，風速に比例して決まる遠心力およびコリオリ

力が弱くなり，結果として 3 者の力のバランスが崩

れて気圧傾度力の中心向きの作用が勝るため，地表

面では流れ場が中心向き成分を持つようになる．地

表面付近での中心向き成分の流れ場のため，大気下

層では台風中心に向かう流れが収束することにな

る．中心に収束する流れは，中心付近で上昇流に転

じる．中心に向かう下層の流れは水蒸気を豊富に含

むため，上昇流に転じると水蒸気が凝結して積乱雲

が発達することになる．水蒸気の凝結に伴い潜熱が

放出されるため，中心付近で大気は加熱されること

になる．このため中心付近には，暖気核と呼ばれる

暖気が蓄積された状態が形成される．上昇流が対流

圏界面に達すると，今度は流れ場が中心から離れる

外向きになる．このように，下層での中心向きの流

れ，中心付近での上昇流，上空での外向きの流れと

いう一連の流れ場は，台風を鉛直断面から見たとき

に形成されるものであり，二次循環と呼ばれる．

このように台風の流れ場は，水平面での回転流で

ある一次循環と鉛直断面で形成される二次循環と

が共存した状態にある．そこで鍵となるのが中心付

近での水の相変化に伴う加熱である．加熱効果によ

り二次循環は強化されることになり，同時に，二次

循環に見合うような一次循環も強化されることに

なり，一次循環と二次循環とが相互に関連し合いな

がら台風は発達していくのである．

ここで台風の強さについて触れておく．台風の強

さの指標として，地表面での中心気圧や最大風速が

用いられる．気象庁では，表 1 のように台風の強さ

と大きさの階級を決めている．表 1 の大きさの判定

において風速 15 m s-1という基準は，強風半径に該

当するものである．この階級に基づき，例えば天気

予報においてある台風が「大型で猛烈な台風」と称

された場合には，その台風は強風半径が 500 km を

スーパー台風の数値解析
Numerical Analysis on Super Typhoons 

竹見 哲也（京都大学）

Tetsuya TAKEMI (Kyoto University) 

e-mail: takemi@storm.dpri.kyoto-u.ac.jp 



特集：湿度・水分計測の最前線と自然界における水分輸送現象

伝熱 2017 年 10 月 - 31 - J. HTSJ, Vol. 56, No. 237 

超えて 800 km 未満で最大風速が 54 m s-1 以上に達

したことを意味する．

一方，米国では，熱帯低気圧（ハリケーン）の強

さを Saffir-Simpson スケールにより表 2 の通りに階

級分けされている．この米国の基準は，米国ハワイ

にある米軍合同台風警報センターでも使用される

ため，米国機関向けの台風情報として，北西太平洋

での台風にも適用されている．「スーパー台風」と

は，この米国の風速基準により最大風速が 67 m s-1

以上になった台風のことをいう[1]． 

日本と米国の風速値の基準が異なることについ

て注意すべきことがある．それは，それぞれでの風

速値の取り扱いの違いである．日本での風速値は

10 分間の平均風速であるが，一方，米国では 1 分

間の平均風速として測られる．一般に，平均風速値

は平均化時間が長くなるほど小さくなる[2]．世界

気象機関（WMO）のガイドライン[3]によれば，1 分

平均風速に対する 10 分平均風速の比率は，海上で

は 0.93 とされている．したがって，米国基準での

「スーパー台風」は，日本基準では「猛烈な台風」

の階級の中でも特に強いものに分類される．

表 1 気象庁による台風の強さと大きさの階級 

強さの階級（最大風速）

強い 33 m s-1～44 m s-1 
非常に強い 44 m s-1～54 m s-1 
猛烈な 54 m s-1以上 

大きさの階級（風速 15 m s-1以上の半径） 
大型 500 km～800 km 
超大型 800 km 以上 

表 2 Saffir-Simpson ハリケーンスケール 

カテゴリー 最大風速

5 70 m s-1以上 
4 58～70 m s-1 
3 50～58 m s-1 
2 43～49 m s-1 
1 33～42 m s-1 

また，最大風速と中心気圧との間には，統計的に

はある一定の関係があることが知られている．最大

風速が大きいほど中心気圧は低くなる[4]．この統

計によれば，Saffir-Simpson スケールでカテゴリー5

の最強階級の熱帯低気圧の中心気圧は，920 hPa 程

度以下となる．よって，スーパー台風の強さは，お

およそカテゴリー5 に対応するため，その中心気圧

は 920 hPa 程度以下に発達していると見積もられる． 

３．台風の最大強度理論 

前節で台風の構造と発達の概略を述べた．台風の

発達において台風中心付近での積乱雲の発達によ

る加熱効果が大事であるが，とは言え，台風は無限

に強くなるわけではない．周囲の大気の条件の下で，

台風には発達の上限値が存在するのである．この台

風の最大強度を説明する理論はいくつかある．中で

も Emanuel [5, 6, 7]の理論は，台風の発達に関与す

るエネルギーのやりとりを熱機関と捉えている点

に独自性を持つ．そこで，ここでは Emanuel の理論

を紹介する．

台風の鉛直断面の循環（二次循環）を模式的に示

すと図 1 のようになる．水平面で見ると台風は回転

性の流れ場を持っているが，鉛直断面では大気下層

では中心に向かう流れ場が形成されている．いま，

台風中心から十分に離れた地表面での地点 a から

二次循環に伴うエネルギーのやりとりを考える．

図 1 台風の鉛直断面の概念図． 

地表面付近の大気下層では，地点 a から中心付近

の地点 b まで中心に向かう流れ場（インフロー）が

存在する．Emanuel の理論では，このインフローの

領域において海面から大気に熱および水蒸気の輸

送によってエネルギーが供給され，台風の発達が決

まるものと捉える．海面水温（Ts）は一定とみなす

ことができるため，地点 a から b の過程は等温過程

とみなせる．

中心付近に達した流れ場は上昇流に転じる．中心

付近で水蒸気が凝結し，積乱雲が発達し，台風中心
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に対して軸対象の壁雲が形成される．上昇流が対流

圏界面に達すると水平方向に広がる流れ場となり，

鉛直断面では中心から外向きの流れ場（アウトフロ

ー）となる．積乱雲の発達に伴う上昇運動の過程は，

水の相変化を含めて考えると断熱的であるため，地

点 b から o への過程は，断熱過程とみなせる． 

大気上層でのアウトフローは，地点 o から遠方の

o’まで広がる．この領域では，対流圏界面の極めて

低い温度（To）で台風は冷却されるものと捉えるこ

とができる．対流圏界面温度は一定とみなすことが

できるため，地点 o から o’への過程は等温過程と

みなせる．

最後に，台風中心から十分に離れた地点では，台

風循環の全体をひとつの系と見ると質量保存の要

請から，下降流となる．ここでは断熱的に下降する

と考えてよいので，地点 o’から a の過程は断熱過

程とみなせる．

以上をまとめると，

 a→b：熱源 Tsに対する等温過程 

 b→o：断熱過程 

 o→o’：冷源 Toに対する等温過程 

 o’→a：断熱過程 

となり，一連の過程はカルノーサイクルと捉えるこ

とができる．Emanuel [5]は，台風をカルノーサイク

ルという熱機関と捉えることにより，台風の発達に

おける海面から大気へのエネルギー供給の重要性

に着目し，台風の発達理論を構築した．台風循環を

カルノーサイクルとみなすことで，以下に述べる通

り，台風の最大発達強度が導かれる．

海面で供給される全エネルギーフラックスは，地

表面摩擦に起因する運動エネルギーフラックス，お

よび熱・水蒸気の輸送を含めたエンタルピーフラッ

クスとの和となる．まず，運動量およびエンタルピ

ーフラックス Fm, Fkは，バルク法により次式の通り

定式化される．

௠ܨ ൌ െܥ஽ߩ|ܸ|ܸ

௞ܨ ൌ ∗ሺ݇௦|ܸ|ߩ௞ܥ െ ݇ሻ

ここで，ߩは空気密度，V は海面上での風速，݇௦∗

および݇は海面上での飽和空気のエンタルピーおよ

び海面上の大気下層でのエンタルピー，CDと Ckは

運動量およびエンタルピーの交換係数である．した

がって，運動エネルギーフラックスは，

௞௘ܨ ൌ ௠ܨ ൈ ܸ ൌ െܥ஽ߩ|ܸ|ଷ 

一方，台風のように強風時では，粘性による散逸

加熱効果が無視できず，台風のエネルギー収支にお

いては必要不可欠な要素であることが指摘されて

いる（Bister and Emanuel [8]）．よって，図 1 の模式

図においては，大気境界層全体で評価した散逸過熱

ܦ ൌ  ଷ|ܸ|ߩ஽ܥ

が台風のエネルギー収支で考慮すべき要素となる． 

次に，図 1 の鉛直断面で示される二次循環におい

て，半径 r での海面フラックスを台風の外側地点 a

から中心付近地点 b まで積分すると，得られるエネ

ルギーは，カルノーサイクルの熱効率 ሺ ௦ܶ െ ௢ܶሻ ௦ܶ⁄  

をかけることで，

ܲ ൌ ௦ܶ െ ௢ܶ

௦ܶ
න൛ሾܥ௞ߩ|ܸ|ሺ݇௦∗ െ ݇ሻ ൅ ݎଷሿ݀|ܸ|ߩ஽ܥ ൈ ൟ	ݎߨ2

௕

௔

	

ൌ ߨ2 ௦ܶ െ ௢ܶ

௦ܶ
න ሾܥ௞ߩ|ܸ|ሺ݇௦∗ െ ݇ሻ ൅ ݎ݀ݎଷሿ|ܸ|ߩ஽ܥ
௕

௔
 

となる．一方，大気境界層内でのエネルギーの全散

逸量は，

ܦ ൌ නߨ2 ଷ|ܸ|ߩ஽ܥ
௕

௔
ݎ݀ݎ

となる．海面から得られるエネルギーと大気中で失

われる散逸量とがバランスしたときに，台風強度は

最も発達した平衡状態になると言える．つまり，上

記の式で P=D となるときに，台風が最大強度に達

したと言える．この式から，台風の最大強度時の風

速が，

| ௠ܸ௔௫|ଶ ൌ
௞ܥ
஽ܥ

௦ܶ െ ௢ܶ

௢ܶ
ሺ݇௦∗ െ ݇ሻ 

として得られる．

この最大風速は，海面水温と対流圏界面温度，海

面付近での大気の気温と水蒸気量の情報があれば

求まることになる．輸送係数の不確定性はあるもの

の，気象予報モデルによる出力値である格子点値か

らも台風の最大強度を見積もることができること

を意味している．このように，最大風速の式(1)は，

台風内部の構造についての詳細な気象量の情報を

必要としないため，適用性が非常に高い．

Bister and Emanuel [10]は，式(1)と同等な表現とし

て，海面でのエンタルピーフラックスの代わりに大

気の密度成層の不安定度を考慮した次式を提案した． 

ここで，CAPE（Convective Available Potential Energy）

とは，地表面付近の空気塊を仮想的に断熱上昇させ

| ௠ܸ௔௫|ଶ ൌ
௞ܥ
஽ܥ

௦ܶ

௢ܶ
ሺCAPE௦∗ െ CAPEሻ

(1) 

(2)
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て得られる浮力を鉛直積分した量であり，大気成層

が不安定なほど大きな数値をとる．CAPE௦∗は海面付

近の飽和を仮定した空気塊を断熱的に上昇させた

ときに得られる CAPE の値である．式(2)の計算に

は，海面水温や海面付近での気象情報に加え，上空

の気温や水蒸気量の 3 次元の情報も必要となる．こ

のような 3 次元気象情報は，格子点値として容易に

得られるため，式(2)から最大風速を算出すること

も容易である．むしろ，大気成層の不安定度を考慮

するため，式(2)のほうが実用的であると言える．重

要なことは，式(1)にしても式(2)にしても，日々の天

気予報に使われる気象予報モデルのみならず，気候

モデルによる将来気候のシミュレーションデータ

からも将来気候条件での海面水温と大気状態の情

報があれば，将来気候での台風の最大強度も推測す

ることが可能となるのである．

Emanuel による台風の最大強度理論は，台風の発

達を阻害する周囲の条件を除外し，静穏な大気とい

う理想化した条件を仮定している．そのため，多く

の場合には，現実の台風が最大強度まで達すること

はない．一方，台風の力学的なバランスを超えるよ

うな非定常な振る舞いにより，台風が最大強度を超

えて発達する可能性も指摘されている[9]．このよ

うに現実の状況を考慮すると定量的に台風強度が

決まるとは言いがたいが，しかし，海面水温と大気

の情報さえあれば台風の最大強度の見積りができ

るという利点から，Emanuel 理論は有用である． 

Emanuel and Nolan [11]は，台風の発達に影響を及

ぼす周囲大気の条件（大気下層での渦度，大気中層

での相対湿度，対流圏内の高さ方向の風速差）と最

大強度の式とを組み合わせて，台風発生に関する指

標（Genesis Potential Index）を提案した．この指標

により，より現実的な大気条件での台風発生の可能

性を診断することが可能となり，気象・気候予測に

おいて幅広く利用されている．

４．極端台風の再現シミュレーション 

スーパー台風のように極端に強い強度を持つ台

風の構造や発達機構を調べるには，台風の内部構造

を時空間に詳細に野外で観測することが極めて困

難であるため，数値気象モデルを用いたシミュレー

ションが有用な手段となる．気象モデルは，大気の

流れを記述する運動方程式，水の相変化や大気放射

による加熱効果を記述する熱力学の式に加え，雲・

降水の形成過程を記述する輸送方程式，乱流効果を

表現する式，放射伝達を記述する式，大気と地表面

との熱や水の輸送を記述する式など，多数の偏微分

方程式を数値的に解くものである．気象予報の現業

で日々利用されているほか，最近では，様々な機関

で調査研究にも利用されている．

本稿では，米国国立大気研究センターで開発され

た Weather Research and Forecasting（WRF）モデル

[12]によるスーパー台風の再現シミュレーション

について述べる．対象とする台風は，2013 年の台風

30 号（ハイエン）である． 

2013 年の台風 30 号は，フィリピンに上陸し，暴

風・高潮により甚大な被害をもたらした．気象庁の

ベストトラックデータによると，その最盛期の発達

強度は中心気圧が 895 hPa，最大風速は 65 m s-1 に

達し，カテゴリー5 に分類される台風であった．ま

た，上陸時の中心気圧が 900 hPa を下回っていたと

推定されている．被害軽減・防災の観点からは，こ

のような猛烈な台風の経路・強度を的確に予測する

ことは極めて重要である．台風 30 号発生時の気象

場により Emanuel 理論から算出すると，最大発達強

度は 897.2 hPa であった[13]．つまり，2013 年台風

30 号は理論上発達可能な状況まで実際に発達した

と言える．このように極端な強度は気象モデルによ

って数値的に再現可能かどうか，ということについ

て数値実験により調べた[14]． 
数値気象モデル WRF の初期値・境界値として，

米国環境予測センター（NCEP）の Final Analysis に
よる大気解析値を用いた．海面水温には，気象庁

MGDSST データを用いた．シミュレーションの初

期時刻は 2013 年 11 月 5 日 00 UTC とした．計算領

域は，ネスティング機能を用いて，計算領域を段階

的に小さくしながら水平解像度を上げ，台風中心付

近の活発な積乱雲活動を表現できるようにした．外

側領域を領域中心位置が東経 130 度・北緯 10 度と

して 4000 km×2000 km・格子幅 3 km とし，ネスト

した内側領域を 2000 km×700 km・格子幅 1 km と

した．計算領域の鉛直層数は 56 である． 
数値シミュレーションの結果，最も強くなったと

きの台風の中心気圧は 896.6 hPa，海面付近での最

大風速は 67.2 m s-1 となった．これはベストトラッ

クによる観測値とほぼ同じであり，数値モデルによ

りスーパー台風のような極端な台風の再現に成功

したと言える．図 2 に，シミュレートされた台風が

最も強くなった時点（2013 年 11 月 8 日 00 UTC）
での高度 2 km の水平面での降水強度（レーダー反

射強度に換算して表示）の分布を示す．気圧が最低

になっている台風中心を囲むように同心円状に強

雨域が分布していることが分かる．この強雨域は眼
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の壁雲に対応するものである．また，同心円状の壁

雲の直径は小さく，中心から外向きに気圧が急速に

大きくなっている．すなわち，動径方向の気圧勾配

が極めて強いことが分かる．この強い気圧勾配によ

り，接線方向の風速も極めて強くなるのである．

図 2 数値モデルでシミュレートされた 2013 年台

風 30 号（ハイエン）．2013 年 11 月 8 日 00 UTC で

の高度 2 km の水平面でのレーダー反射強度（単位

dBZ）の分布を示す．実線の等値線は等圧線を示す． 

次に，内側に設定した 1 km 格子のネスト領域を

なくして 3 km 格子の外側領域のみとした場合，シ

ミュレートされる台風の強度は変わるのかどうか

について調べた．この実験では，単純に 1 km 格子

のネスト領域を除去するのみで，他の設定は変えな

いこととした．この場合には，台風経路はベストト

ラックによく一致していたものの，最大強度は

924.4 hPa とかなり弱くなった．解像度が粗くなっ

たことで台風強度の再現性が悪くなったといえる．

このことから，台風強度を定量的に表現するために

は，水平解像度を少なくとも 1 km と設定すること

で，台風中心付近の積乱雲活動と壁雲の形成を陽に

表現することが必要であることが示唆される．

一般的に，数値モデルによるシミュレーション結

果は，計算格子間隔と同じ空間分解能で物理的に意

味のある数値が得られるわけではない．数値モデル

には，計算安定性確保のため，様々な時間・空間の

フィルターがかけられており，計算格子幅の空間規

模ではシミュレートされた物理現象が強く減衰さ

れてしまう．目安として，計算格子幅の 6 倍程度以

下の空間スケールについてはシミュレートされた

現象が数値計算手法による影響を受けていると考

えたほうがよい[15, 16, 17]．このように数値モデル

には，物理的に意味のある実効的な空間分解能は計

算格子幅の数倍はあると言える．したがって，単一

の積乱雲の水平スケールが数 km～10 km 程度とい

うことを考えると，積乱雲を解像するためには最低

でも 1 km 程度の格子間隔が必要であると言える． 

また，台風 30 号のように台風中心のサイズが小

さい場合には，やはり高い分解能が必要であると言

える．このことからも，ここで述べた数値シミュレ

ーションにおいて 900 hPa を下回るような極端な強

度が再現できたのは，格子間隔を 1 km としたため

であると言える．ここで述べた数値実験では，積乱

雲に伴う運動や加熱を表現することができたため，

台風 30 号の急発達過程や最盛期の強度がよく再現

できたのである．

５．気候変動による影響 

昭和の三大台風のひとつである伊勢湾台風は，

1959 年 9 月に発生し，最低の中心気圧が 895 hPa ま

でに発達した極端な台風である．伊勢湾台風の接

近・上陸により，5000 名を超える死者・行方不明者

が生じた．これは，日本において過去 100 年間で生

じた風水害の中で最も多くの人的被害である．気候

変動に関する政府間パネル（IPCC）による第 5 次

報告書（AR5）によれば，観測された過去のデータ

から，人為的な影響で地球温暖化は確実に進行して

おり，このまま将来にわたって温暖化が進むと，台

風については，その発生数は変わらないか若干の減

少傾向であるが，最強部類の台風の強度は増大する

ことが予測されている．このことから，台風を含む

熱帯低気圧の将来変化による災害リスクの増大が

懸念されている．

このような背景のもの，気候変動による自然災害，

水資源，生態系・生物多様性への影響を評価するた

め，気候変動リスク情報創生プログラムにおける 4

つの主要テーマのひとつとして，「課題対応型の精

密な影響評価」が 2012 年度から 5 年計画で進めら

化による台風への影響について述べる．

伊勢湾台風といった特定の事象が仮に温暖化し

た環境で発生した場合に，その強度がどのように変

化するかを調べるうえで，擬似温暖化という手法が

有効である．Sato et al. [19]は，気候予測実験におけ

る将来気候と現在気候との各気象要素の差を温暖

化差分として定義し，ある気象現象の初期条件・境

界条件で使う格子点解析値に温暖化差分を上乗せ

し，擬似的な温暖化気候を表現する手法を考案した．

れた[18]．ここでは，伊勢湾台風を対象として温暖
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この手法を用いて温暖化差分を長期再解析値 JRA-

55 [20]による 1959 年 9 月の気象場に加算すること

で，伊勢湾台風の温暖化影響を評価した．

温暖化した将来気候では，海面水温が上昇し，気

温は対流圏全層で上昇する．ところが気温の上昇幅

は，下層よりも上層のほうが大きいことが知られて

おり[21]，大気は安定化することになり，積乱雲の

発達を全般的には抑制する方向に向かう．また，大

気の相対湿度は現在気候と将来気候とで有意な変

化が認められないことから，気温が上昇することで，

対流圏に含まれる全水蒸気量（可降水量）が増加す

ることになる．すなわち，水蒸気量の増加によって，

積乱雲は，いったん発達すると，強い降水をもたら

すような強度になることが予想される．さらに，対

流圏界面付近の変動により，上層の気温は低下する

[22]．以上のような海面水温の上昇，対流圏の安定

化，対流圏界面付近の気温低下，水蒸気量の増加は，

Emanuel 理論による式(2)によれば，台風の発達を促

進・抑制双方の効果を及ぼすことになる．このよう

に，温暖化した気候条件では，各要因が複雑に作用

して台風の強度が決まることになる．

気象モデル WRF を用いた伊勢湾台風の擬似温暖

化実験[23]により得られた台風の強度変化を表 3 に

まとめた．温暖化差分として，全球気候モデルによ

る現在気候の再現実験と様々な将来の海面水温パ

ターン[24]により実施された将来気候の予測実験

との差から求めたものを用いた．表 3 には，複数の

パターンで計算した結果の幅を示す．

表 3 伊勢湾台風の再現実験および擬似温暖化実

験（PGW）による最盛期の台風強度．中心気圧と最

大風速の単位はそれぞれ hPa と m s-1．擬似温暖化

実験では，海面水温（SST）と気象場（ATM）の双

方を気候差分とした場合と SST のみを気候差分と

した場合の二通りある．

台風強度 中心気圧 最大風速

観測値 895 ―

1959 年再現 899.5 – 909.0 55.4 – 61.8 

PGW 
SST+ATM 879.4 – 898.1 64.6 – 66.5
SST 859.7 – 876.8 71.1 – 73.3 

まず再現実験では，気象庁ベストトラックデー

タによる観測値と比べ，伊勢湾台風が良く再現され

ていると言える．擬似温暖化状態から，将来気候で

の伊勢湾台風は，1959 年 9 月条件よりも，最盛期

においてその強度は強まることが分かる．大気の安

定化という負の効果よりも，水蒸気量の増加と海面

水温の上昇という正の効果が勝ることで，台風は強

まる．また，海面水温のみを気候差分として加算し

た場合には，台風の中心気圧は 860 hPa を下回ると

いう異常な強さとなる．この異常な強さは，大気の

安定化という抑制効果がないため，最悪の場合に強

化する上限とみなすことができる．

以上述べた結果は，WRF モデルによる数値実験

により得られたものである．用いる数値気象モデル

が違うと，台風の構造や強度変化の表現性も変わる

ことが予想される．そこで Kanada et al. [25]では，

4 種類の気象モデルにより伊勢湾台風の擬似温暖

化実験を行い，モデル相互の比較をした．その結果，

将来の温暖化気候条件のもとで，伊勢湾台風級の極

端台風は強まるというロバストな傾向が得られた．

強度変化の定量的な評価にはまだ課題は残るもの

の，海面水温，大気安定度，圏界面付近の温度構造，

大気中の水蒸気量といった Emanuel 理論で考慮さ

れた各要素の総合的な効果として，伊勢湾台風級の

スーパー台風は温暖化により強まると言える．

気候変動リスク情報創生プログラムでは，伊勢湾

台風の他に，1991 年台風 19 号，2004 年台風 18 号，

2011 年台風 12 号，2013 年台風 30 号といった甚大

な風水害をもたらした極端台風の温暖化影響を調

べた．いずれの台風でも，最盛期の強度は温暖化条

件で強まるという傾向が明らかとなった．一方，北

上してから北日本で被害をもたらす台風について

は，温暖化気候では，最盛期の強度は強まるものの，

北上するにつれて強度が急速に弱まり，北海道・東

北地方に至ると強度が弱くなるという興味深い傾

向が得られた[26, 27]．地球大気の南北の温度勾配

（傾圧性）の変化が影響しているものと考えられ，

今後は，様々な特徴を持つ台風の強度変化を緯度別

に評価することが必要である．

６．おわりに 

本稿では，スーパー台風と呼ばれるような極端に

強い台風を対象として，周囲の気象条件の違いが及

ぼす影響を定量的に評価する理論や数値気象モデ

ルによる表現性について述べた．さらに，将来気候

の温暖化条件のもとで，スーパー台風のような極端

台風の強さがどのように変化するのかについて最

新の成果に基づきまとめた．
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スーパー台風といった台風の強さの階級は，海面

での台風中心の最低気圧や海面付近での最大風速

という指標により決められている．一方，台風によ

り引き起こされる災害の観点からは，台風の強さの

みが災害発生に関係しているわけではないことに

注意する必要がある．例えば，日本の風水害の中で

記録史上最も高額の保険金支払額の事象（日本損害

保険協会調べ）であった 1991 年台風 19 号の場合に

は中心気圧は最盛期で 925 hPa であった．一方，平

成以降の台風の中で犠牲者数が 1・2 位の 2004 年台

風 23 号や 2011 年台風 12 号の場合には，最盛期の

中心気圧がそれぞれ 940 hPaおよび 970 hPaであり，

「猛烈な台風」の階級とはなっていなかった．しか

しながら，それぞれの台風により，近畿地方北部や

南部で顕著な大雨災害が発生した．2016 年でも，東

北地方に上陸して北日本各地で豪雨災害が発生し

た台風 10 号の場合には，中心気圧は最低で 940 hPa

であった．このように，災害の観点からは，強さと

いう単一の指標だけではなく他の因子，例えば経路

や移動速度の影響も考慮する必要がある．

また，気候変動による変化では，海面水温の上昇

という効果がしばしば強調される傾向にあるが，

Emanuel 理論によれば，大気の安定度や上層の気温

の変化も台風強度に影響を及ぼすことが分かる．そ

れぞれ台風の発達を促進したり抑制したりする効

果があるため，各要素の影響をひとつひとつ定量的

に評価し，総合的な結果として台風強度がどのよう

に変化するのかについての理解を深めることが重

要である．
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上段の図は，気象モデルで再現された 2013 年台風 30 号の様子を 2013 年 11 月 8 日 00 UTC での高度 2 km

の水平面での降雨強度で示す．下段の左図と右図は，それぞれ再現実験と擬似温暖化実験による伊勢湾

台風の経路と中心気圧を示す．初期条件を変えてそれぞれ複数の計算を実行した．温暖化条件で台風強

度が強まっていることが分かる．

（特集記事「スーパー台風の数値解析（竹見 哲也）」より）

http://www.htsj.or.jp/dennetsu/dennetsu56-j.html 
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